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保育士・保育所支援センター等における人材バンク機能を活用した 

潜在保育士の把握と継続的な復職支援について 

 

 

標記について、「保育士・保育所支援センター設置運営事業の実施について」

（平成 27 年 4 月 13 日雇児発 0413 第 13 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知）の別紙「保育士・保育所支援センター設置運営事業実施要綱」の３の③

によりお示ししているところであるが、その実施に当たり、別紙「保育士・保

育所支援センター等における離職保育士届出勧奨実施要領」を定めたので、保

育士・保育所支援センター（以下「支援センター」という。）を設置している自

治体（設置予定の自治体も含む。）におかれては、本事業を積極的に実施された

い。 

また、支援センターを設置していない自治体におかれても、本事業は保育士

確保の観点からも効果が期待されることから、当該支援センターの設置の有無

にかかわらず、都道府県において直接実施するなど、積極的に取り組まれたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の 4 第 1 項

に規定する技術的助言として発出するものであることを申し添える。 

 

  

厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 

    保育課 保育士対策係 

TEL :03-5253-1111（内線 7958） 

FAX :03-3595-2674 



別紙 

 

保育士・保育所支援センター等における離職保育士届出勧奨実施要領 

 

 

１ 概要 

 

保育士の確保を図るため、都道府県及び保育士・保育所支援センター（以下

「支援センター等」という。）が離職保育士を把握するとともに、離職保育士

に対し、再就職希望の随時把握や再就職に向けた各種案内等以下の業務を行う

ことにより、当該離職保育士の潜在化を防止し、円滑な復職支援を推進するこ

とを目的とする。 

① 保育所等に対する離職保育士による支援センター等への届出勧奨 

② 離職保育士から届出のあった情報の名簿による管理 

③ 離職保育士に対する郵送等による再就職希望状況等の現況確認 

④ 求人情報や就職相談会、研修等に関する情報提供 

 

２ 具体的な業務内容及び方法等 

 

（１）保育所等に対する離職保育士による支援センター等への届出勧奨 

① 保育所等への働きかけ 

支援センター等は、離職保育士の情報について支援センター等への届出

を推進するため、管内保育所等に対し、支援センター等についての周知・

理解を図り、保育所等を通じて届出を行うよう働きかけること。その際、

離職保育士の支援センター等への届出は、保育所等にとっても保育士確保

につながるものであることを十分に説明すること。 

② 保育関係団体への働きかけ 

保育所等への周知・理解を図るに当たり、保育関係団体を通じて行うこ

とも効果的であることから、支援センターを設置している自治体（設置予

定の自治体も含む。以下「設置自治体」という。）と連携し、設置自治体

管内の保育団体に対し、所属する保育所等への保育所等を通じた支援セン

ター等への届出を行うよう働きかけてもらうこと。 

③ 離職保育士への働きかけ 

多くの離職保育士の支援センター等への届出を推進するため、保育所等



や保育関係団体の協力の下、保育所等に勤務する保育士に対し、支援セン

ター等による相談支援や就職あっせん等の役割や届出の必要性等につい

て普及啓発を図ること。 

 

（２）離職保育士から届出のあった情報の名簿による管理 

① 届出された離職保育士の情報 

離職保育士の現況の把握や再就職の希望の有無の把握、魅力のある保育

所等の求人情報の提供などにより、迅速かつ効果的に再就職に結びつけて

いくため、できる限り多くの情報を届出するよう離職保育士に依頼するこ

と。 

【届出を行う内容】 

・氏名 ・生年月日 ・住所 ・保育士登録番号 ・登録年月日 

・電話番号 ・電子メールアドレス  

・就業に関する状況（職歴など） 

   ※以下は任意事項 

・再就職希望の有無 ・再就職に当たっての希望条件  

・その他再就職に向けて有効な情報          など 

② 届出された離職保育士の情報の管理 

離職保育士から届出された情報について、「離職保育士名簿」を作成し、

当該名簿を活用して情報発信等を行う。なお、当該名簿には、上記①の離

職保育士の情報のほか、離職保育士への現況確認や就職案内を行った事跡

等も登載できるようにすること。 

 

（３）離職保育士に対する郵送等による再就職希望状況等の現況確認 

① 離職保育士への現況確認方法 

上記（２）の情報を活用し、離職保育士に対し定期的に現況確認を行う。

具体的には、離職保育士へ郵送や電子メール等により、下記②に掲げる情

報等についての聞き取りを行う。なお、聞き取りに当たっては、離職保育

士本人にとっての負担を考慮し、できる限り簡潔に回答ができるよう、選

択式による回答とするなど配慮するとともに、郵送確認を行う場合は返信

用封筒を同封するなど費用負担が生じないようにすること。 

② 離職保育士から聞き取る内容 

離職保育士から聞き取る具体的な内容は以下のとおり。 

・ 登録事項（氏名や住所、連絡先等）の変更の有無（予定を含む） 



・ 保育所等への再就職希望の有無（予定を含む） 

・ 再就職を希望する場合における希望条件 など 

③ 聞き取った内容の名簿への登載 

上記①により離職保育士から確認後、速やかに「離職保育士名簿」にそ

の情報を登載すること。 

 

（４）求人情報や就職相談会、研修等に関する情報提供 

① 上記（２）及び（３）により整理した「離職保育士名簿」を活用し、保

育所等の求人情報や、支援センター等及びハローワークが実施する就職相

談会の案内、再就職に向けた実技研修の案内など、離職保育士が復職を希

望しやすくするための効果的な情報発信を行うこと。 

② 上記①の情報発信に当たっては、メールマガジンや郵送など、あらゆる

手段により複合的に行うなど、より多くの離職保育士の目に留まるよう工

夫すること。 

 

３ 留意事項 

 

（１）離職保育士から届け出られた個人情報（保育所等を通じて届け出られた

ものを含む）については、設置自治体における個人情報に係る取扱規定に

基づき、適切に管理すること。 

（２）保育所等を通じて届出を行う場合については、保育所等に対し、支援セ

ンター等への届出や現況確認、情報発信に関して、離職保育士に対し十分

に説明の上、同意を得るよう説明すること。 

（３）離職保育士の再就職支援を円滑に行うため、ハローワーク等に対し保育

士求人の情報を求め、離職保育士へハローワークの利用勧奨をするなど、

関係機関との連携を密にすること。 

（４）この取組は、離職保育士だけではなく潜在保育士の再就職支援において

も効果的であることから、当該取組を活用し、潜在保育士の掘り起こしを

推進すること。 

 

４ その他 

  離職保育士の届出や保育士確保に当たっては、市町村や保育関係団体等と

連携を密にし、保育士確保に当たること。 



事 務 連 絡 

平成２７年１０月７日 

 

各都道府県保育士人材確保担当課 御中 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課   

 

 

保育所等を離職した保育士に対する保育士・保育所支援センター等への 

積極的な届出勧奨等について 

 

 

厚生労働省では、潜在保育士（保育士資格を有する者であって、保育士とし

て保育所等に勤務していない者をいう。以下同じ。）に対する取組として、保育

士・保育所支援センター（以下「支援センター」という。）による再就職支援を

推進しています。 

また、平成２７年度から、保育所等を離職した保育士（以下「離職保育士」

という。）の状況を把握し、円滑な復職支援を推進するため、支援センターに離

職保育士の情報の届出を行うことで、定期的な現況確認を行うとともに、求人

を行っている保育所に関する情報を発信するなど、再就職支援のための新たな

取組を事業化したところです。その詳細については、「保育士・保育所支援セン

ター等における人材バンク機能を活用した潜在保育士の把握と継続的な復職支

援について」（平成２７年１０月９日雇児保発 1009 第 1 号雇用均等・児童家庭

局保育課長通知）の別紙「保育士・保育所支援センター等における離職保育士

届出勧奨実施要領」によりお示ししたところです。 

この取組は、離職保育士の支援センター等への届出が必要不可欠であること

から、別添事務連絡を貴管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に送付いただ

くとともに、所管する保育所等へ離職保育士の情報について支援センター等へ

の積極的な届出勧奨を働きかけていただきますようお願いいたします。 

また、「待機児童解消加速化プラン」による保育の受け皿の拡大に伴い、平成

２８年度に向けてますます保育士の確保が困難となる状況が見込まれることを

踏まえ、下記を参照の上、積極的な保育士確保に努めていただきますよう、重

ねてお願いいたします。 

  



記 

 

 

都道府県においては、管内保育所等において必要となる保育士を確保し、円

滑に保育所等の運営が行えるよう、保育関係団体等の関係機関に働きかけを行

うほか、以下による呼びかけを行うなど、積極的な保育士確保に努めていただ

きたい。 

 

（１）公立保育所ＯＧ・ＯＢへの呼びかけ 

例えば、近年退職した公立保育所の園長などに支援センター等への届出に

ついて積極的に呼びかけること。 

 

（２）指定保育士養成施設と連携した養成施設卒業生への呼びかけ 

指定保育士養成施設の卒業（予定）者であって保育所等に就職（内定）し

ていない者の保育所等への就職促進を図るため、指定保育士養成施設に対し、

卒業（予定）者に対し呼びかけるよう、働きかけを行うこと。 

 

（３）保育士の確保が困難な状況にある保育所等への働きかけ 

管内の市町村において、保育士の確保が困難な状況にある保育所等を把握

している場合は、当該保育所等の情報について市町村、支援センター、ハロ

ーワーク等と連携し、積極的に求人充足に向けた取組を行うこと。 

また、保育所等に対し、保育士の確保が困難な状況にある場合であって、

支援センターやハローワークに求人登録をしていない場合は、速やかに求人

登録を行うよう働きかけをすること。 

 

（４）その他 

   離職保育士の届出や保育士確保に当たり、当課より保育関係団体に対し、

別途依頼を行っているので、保育関係団体と連携を密にし、保育士確保に

当たること。 

 

厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 

    保育課 保育士対策係 

TEL :03-5253-1111（内線 7958） 

FAX :03-3595-2674 



事 務 連 絡 

平成２７年１０月７日 

 

各市町村保育担当課 御中 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課   

 

 

保育所等を離職した保育士に対する保育士・保育所支援センター等への 

積極的な届出勧奨等について 

 

 

厚生労働省では、「待機児童解消加速化プラン」（以下「加速化プラン」とい

う。）により保育の受け皿の拡大を図る中、本年１月に公表した「保育士確保プ

ラン」により、保育士確保に取り組んでいます。 

このうち、潜在保育士（保育士資格を有する者であって、保育士として保育

所等に勤務していない者をいう。以下同じ。）に対する取組として、保育士・保

育所支援センター（以下「支援センター」という。）による再就職支援を行って

いるところですが、平成２７年度から、保育所等を離職した保育士（以下「離

職保育士」という。）の状況を把握し、円滑な復職支援を推進するため、支援セ

ンターに離職保育士の情報の届出を行うことで、定期的な現況確認を行うとと

もに、求人を行っている保育所等に関する情報を発信するなど、再就職支援の

ための新たな取組を事業化したところです。 

この取組は、離職保育士の支援センター等への届出が必要不可欠であること

から、貴市町村（特別区を含む。以下同じ。）においては、下記により、管内保

育所等に対し、離職保育士の情報について支援センター等への積極的な届出勧

奨を働きかけていただきますようお願いいたします。 

また、加速化プランによる保育の受け皿の拡大に伴い、平成２８年度に向け

てますます保育士が不足する状況が見込まれることを踏まえ、下記を参照の上、

積極的な保育士確保に努めていただきますよう、重ねてお願いいたします。 

 

 

  



記 

 

 

１ 保育士・保育所支援センター等における離職保育士の届出勧奨について 

 

支援センター等において、離職保育士に対し、再就職希望の随時把握や再就

職に向けた各種案内等を行うことにより、当該離職保育士の潜在化を防止し、

円滑な復職支援を推進することとしている。 

ついては、市町村においては、以下により離職保育士や保育所等に対し支援

センター等へ届出を行うよう働きかけを行うこと。 

 

（１）離職保育士情報の支援センター等への届出勧奨 

① 保育所等への働きかけ 

市町村は、管内保育所等に対し、支援センター等についての周知・理

解を図り、保育所等を通じて届出を行うよう働きかけを行うこと。その

際、離職保育士の支援センター等への届出は、保育所等にとっても保育

士確保につながるものであることを十分に説明すること 

② 保育関係団体への働きかけ 

保育所等への周知・理解を図るに当たり、保育関係団体を通じて行う

ことも効果的であることから、支援センター等を設置する自治体（以下

「設置自治体」という。）と連携し、設置自治体管内の保育関係団体に対

し、所属する保育所等への働きかけを依頼すること。 

③ 離職保育士への働きかけ 

多くの離職保育士の支援センター等への届出を推進するため、保育所

等や保育関係団体の協力の下、離職保育士のほか、保育所等に勤務する

保育士に対しても、支援センター等による相談支援や就職あっせん等の

役割や登録の必要性等について広く周知すること。 

 

（２）離職保育士から届出された離職保育士の情報 

離職保育士の現況や再就職の希望の有無の把握、魅力のある保育所等の求

人情報の提供などにより、迅速かつ効果的に再就職に結びつけていくため、

できる限り多くの情報を届出するよう離職保育士に働きかけを行うこと。 

【届出を行う内容】 

・氏名 ・生年月日 ・住所 ・保育士登録番号 ・登録年月日 

・電話番号 ・電子メールアドレス ・就業に関する状況（職歴など） 

 



   ※以下は任意事項 

・再就職希望の有無 ・再就職に当たっての希望条件  

・その他再就職に向けて有効な情報          など 

 

（３）留意事項 

① 保育所等を通じて届出を行う場合については、保育所等に対し、支援

センター等への届出や現況確認、情報発信に関して、離職保育士に対し

十分に説明の上、同意を得るよう説明すること。 

② この取組は、離職保育士だけではなく潜在保育士の再就職支援におい

ても効果的であることから、当該取組を活用して潜在保育士の掘り起こ

しを推進すること。 

 

２ 保育所等における保育士確保のための各方面への働きかけ 

 

市町村においては、管内保育所等において必要となる保育士を確保し、円滑

に保育所運営が行えるよう、保育関係団体等の関係機関に働きかけを行うほか、

以下による呼びかけ等を行うなど、積極的な保育士確保に努めること。 

 

（１）公立保育所ＯＧ・ＯＢへの呼びかけ 

例えば、近年退職した公立保育所の園長などに、支援センター等への届出

について積極的に呼びかけること。 

 

（２）指定保育士養成施設と連携した養成施設卒業生への呼びかけ 

指定保育士養成施設の卒業（予定）者であって保育所等に就職（内定）し

ていない者の保育所等への就職促進を図るため、指定保育士養成施設に対し、

卒業（予定）者に対し呼びかけていただくよう、働きかけを行うこと。 

 

（３）保育士の確保が困難な状況にある保育所等への働きかけ 

市町村において、保育士の確保が困難な状況にある保育所等を把握してい

る場合は、当該保育所等の情報について都道府県や支援センター、ハローワ

ーク等と連携し、積極的に求人充足に向けた取組を行うこと。 

また、管内保育所等に対し、保育士の確保が困難な状況にある場合であっ

て、支援センター等やハローワークに求人登録をしていない場合は、速やか

に求人登録を行うよう働きかけをすること。 

 

 



３ その他 

   

離職保育士の届出や保育士確保に当たり、当課より保育関係団体に対し、別

途依頼を行っているので、都道府県や保育関係団体と連携を密にし、保育士確

保に当たること。 

 

厚生労働省 雇用均等・児童家庭局  

    保育課 保育士対策係 

TEL :03-5253-1111（内線 7958） 
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